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信託と遺留分の相克は解けないか
――英米法研究者の思考実験





















⚑） 東京地判平成 30 年 9 月 12 日金融法務事情 2104 号 78 頁。





























⚔） 生涯権 life estate とは，現在の保有者の生涯にわたって存続する権原で，その場合に権原
は，保有者の死とともに前所有者に戻る場合（復帰権 reversion）と，第三者に移る場合（残余


































⚘） 無効とされたのは，信託のうち，不動産 2ないし 5，7及び 8，11 ないし 16 に関わる部分で
ある。この不動産 2ないし 5，7及び 8は，「E家が代々守ってきた土地であることから，〔受託
者 Yとしても〕これを売却したり賃貸したりする意思はな」く，「その価値に見合う収益を上
げることもできていない」土地だった。ただし，固定資産税評価額は 3 億 5241 万 5200 円であ
る。金融法務事情 90-91 頁。不動産 11 ないし 16 については「ほぼ無価値の土地であり，これ
を売却することも賃貸して収益を上げることも現実的に不可能」と認定されている。同 90 頁。
⚙） 金融法務事情 91 頁。









も有していない。第二に，Y は信託不動産からの収益受益権の 4/6 を有する
とともに，信託不動産全体につき無償使用権を有しており，実質的に信託財産
に含まれた不動産の利益を実質的に享受できる生涯権者なのに対し，D と X
は 1/6 ずつの収益受益権者に過ぎない。そして第三に，残余権は Yの子に与
えられ，X の子が信託財産から利益を受ける可能性は排除されている10)。す
なわち，遺留分権者 Xが信託財産から得られる利益は限られており，信託財


































入の 1/6 を超えて得られる利益はゼロに近い。もし残余権が Xの子に与えら
れていたならば，Y は速やかに信託財産を処分し残余権をゼロにするだろう
が，その代わり Xに売却益の 1/6 が分配されるから，Xの権利はほぼ信託財
産の 1/6 の価値を持つ。もし残余権が，X の子・D の子・Y の子に 1：1：4
で分割されていたら，Yが信託財産を処分してもしなくても Yの家系に残る










権を直接に操作すれば，X が信託財産の 1/6 を得られる状況に近づけること
は可能だったように思われる。すなわち，X の子に信託財産の 1/6 について
立教法学 第 101 号（2020)
98


































2. までの検討から，2018 年判決で X・D・Y の間で実質的に 1：1：4 の受
益権分配を実現する可能性は示唆された。X に信託受益権の 1/6 を享受させ
るには，信託財産から得られる収益を 1/6 分配するだけではなく，X・D・Y
の利害と中立な受託者を選任し公平義務（信託法 33 条）を履践させるととも























































15） 道垣内弘人「さみしがりやの信託法第 8 回╱誰が殺したクックロビン」法教 339 号 82 頁








説であれば Bの遺留分は 400 万円に値切れるが，信託財産説は 1000 万円と高
くつく に向けられる16)。想定事例がそもそも残余権を捨象していること
も，2018 年判決で残余権の検討が捨象されたことと符合する。金銭評価をと

















S の相続人は S の子どもである A一人だけである。S は，遺言により，B を
受託者，Aを受益者として，自分の相続財産すべてに信託を設定した。受益権
16） 沖野眞已「信託法と相続法 同一存在の原則，遺言事項，遺留分」水野紀子編著『相続法
の立法的課題』24 頁（有斐閣 2016）45 頁注 41）。
17） 角・前掲注⚓）51 頁。
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ないかもしれない。死期が近いと悟った Sが 10 歳の娘Aの将来を案じ，Aに
は 20 歳になるまでは月額 20 万円の給付，20 歳になったら元本給付，という







































19） JOHN CHIPMAN GRAY, RESTRAINTS ON THE ALIENATION OF PROPERTY（Boston Books 2d ed.
1895）§ 124o.
20） Uniform Trust Code §§ 410-412；信託法 163-166 条。
21） John H. Langbein and Paul Matthews,ʞWhy the rule in Saunders v. Vautier is wrongʟ, in P.
G. Turner（ed）, Equity and Administration 189（CUP 2016）.
22） Anne Röthel,ʞWill-Substitutes and the Family: A Continental Perspectiveʟ, in Alexandra
Braun & Anne Röthel（eds）, Passing Wealth on Death: Will-Substitutes in Comparative
Perspective （2016）303, 305.
23） Inheritance（Provision for Family and Dependants）Act 1975（England and Wales）;
Property（Relationships）Act 1976（New Zealand）.
24） Alexandra Popovici & Lionel Smith,ʞFreedom of Testation and Family Claims in Canadaʟ,
in Kenneth G C Reid, Marius J. de Waal, and Reinhard Zimmermann（eds）, Comparative
Succession Law: vol III（Oxford University Press, forthcoming 2019）; Marius J. de Waal,
ʞTrust lawʟ, in Jan M. Smits（ed）, Elgar Encyclopaedia of Comparative Law 755（Elgar Pub.
2006）.






















25） Scottish Government, Consultation on the Law of Succession（June 2015）21-32; Scottish
Law Commission, Report on Succession（Scot Law Com No 215, 2009）31-65.
26） Scottish Government, Consultation on the Law of Succession 4-5（February 2019）; Kenneth
G C Reid, Testamentary Formalities in Scotland, in Kenneth G C Reid, et al（eds）, Testamentary
Formalities（OUP 2011）404, 405.
27） Ronald J Scalise Jr,ʞInheritance and the Surviving Spouseʟ, in Vernon Valentine Palmer &
Elspeth Christie Reid（eds）, Mixed Jurisdictions Compared: Private Law in Louisiana and
Scotland 104, 121-121（2009）.
28） Louisiana Civil Code art 1493 A.
29） Katherine Shaw Spaht, et al,ʞThe New Forced Heirship Legislation: A Regrettable
ʠRevolutionʡʟ（1990）50 Louisiana L Rev 409, 417.
30） Thomas P Gallanis,ʞWill-Substitutes: A US Perspectiveʟ, in Braun（ed）（n 22）9, 21-22.
31） Sullivan v. Burkin, 460 N. E. 2d 572（Mass. 1984）, prospectively overruling Kerwin v.





































移転するには，「to A and his heirs（A及びその相続人へ）」という文言を用い
る。中世イングランドで信託に先立つユースを設定する際には，「to A and his



















＊ 本校は JSPS 科研費 19H01408 及び 15KK0100 の助成を受けた研究成果の一部
である。
32） 西希代子「遺留分制度の再検討⑴」法学協会雑誌 123 巻 9 号 1703 頁，1705-12 頁（2006）
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